
住生活基本法案に対する附帯決議（参議院国土交通委員会 平成１８年６月１日）

住生活の安定の確保は、すべての国民にとって必要不可欠なものであることを再認識

し、政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺

憾なきを期すべきである。

一、少子高齢化時代に対応し得る住宅政策の確立のため、本基本法の下で必要な法律、

制度等の整備による総合的な住宅政策体系の構築とともに、個々の施策の効果的かつ

効率的な実施を通じて豊かな住生活が実現されるよう、関係機関は最大限の努力を行

うこと。

二、住生活基本計画の実施に当たっては、我が国の気候風土、歴史文化が地域によって

多様であることにかんがみ、地域特性を知悉する市町村による主体的、積極的、計画

的な取組が行われるよう十分配慮すること。

三、住宅弱者のためのセーフティネットを確保する上で、公営住宅等公的賃貸住宅の役

割は依然として重要であることにかんがみ、需要に対応した供給等が今後も継続して

適切に行われるよう十分配慮すること。

また、民間住宅の活用も含め効率的・効果的な新たな仕組みの導入に向けた検討を

開始すること。

四、住生活の安定の確保及び向上の促進を図るため、税制が果たす役割の重要性にかん

がみ住宅関連税制の充実に努めるとともに、交付金・補助金等の一層の活用を図るこ

と。

また、住宅金融公庫、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社等について、

住宅政策の実施機関としての責務を踏まえ、その機能が十分発揮されるようにするこ

と。

五、住生活の安全・安心を確保するため、大都市圏を中心に大量に存在する密集市街地

の早期解消に向けて、一層積極的かつ強力な取組に努めるとともに、最近におけるミ

ニ開発等が新たな負の遺産として将来の禍根とならないよう適切な対応を行うこと。

六、住まいの安全性と建築行政に対する信頼が大きく揺らいでいることを踏まえ、国民

の不安を解消するため、建築確認検査行政において適切な措置を講じること。

右決議する。


